
 

 - 1 - 

（労働金庫連合会） 

２０１２年９月期開示資料 

 

 

本会の 2012 年度上期（2012 年 4 月 1 日～2012 年 9 月 30 日）における概況（単体）をお

知らせします。 

本会では 9月期決算を法定されておりませんが、「決算経理規程」等の内部規程に基づき 3

月末本決算に準じた仮決算を行っております。 

また、資産査定は「資産査定規程」および「資産査定基準」等の内部規程に基づき実施し

ております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．主要な事業の状況を示す指標  

     （参考）（単位：百万円） 

 2012 年 9 月末 2012 年 3 月末  2011 年 9 月末 

経常収益 39,642 76,006  37,290

経常費用 35,812 66,219  33,001

経常利益 3,829 9,787  4,289

当期純利益 1,510 7,303  3,109

純資産額 300,135 295,218  281,687

総資産額 6,256,204 5,833,280  5,756,302

預金残高（譲渡性預金含む） 5,665,733 5,295,317  5,295,173

貸出金残高 427,448 303,319  333,888

有価証券残高 5,232,414 5,019,670  4,971,547

 

 

[金額、比率の表示方法について] 
 
１． 各表に表示した金額は単位未満の端数を切り捨てて記載しています。 
２． 合計と内訳がある場合、それぞれ切り捨てて記載していますので、合計と内

訳の計が一致しない場合があります。 
３． 比率は小数点第３位を切り捨てし、第２位まで記載しています。 
４． その他 

「－」該当数字がない場合 
「０」単位未満の数字がある場合 
「△」マイナス値の場合 
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（労働金庫連合会） 

２．リスク管理債権の状況（単体） 

破綻先債権・延滞債権・３ヵ月以上延滞債権・貸出条件緩和債権 

  （参考）（単位：百万円） 

区分 2012 年 9 月末 2012 年 3 月末  2011 年 9 月末 

破綻先債権 － －  －

延滞債権 － －  － 

3 ヵ月以上延滞債権 － －  － 

貸出条件緩和債権 － －  － 

合計 － －  － 

 

（注）１．破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していること等の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出

金のうち、債務者が破産手続開始、更生手続開始および再生手続開始等の申立てを行ってい

る貸出金です。 

２．延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。 

３．３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延し

ている貸出金です（破綻先債権及び延滞債権を除く）。 

４．貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

です（破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権を除く）。 

 

 

 

３．金融再生法ベースの債権区分による開示（単体） 
（参考）（単位：百万円） 

区分 2012 年 9 月末 2012 年 3 月末  2011 年 9 月末 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
－ －  －

危険債権 － －  － 

要管理債権 － －  － 

合計 － －  － 

 

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開

始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる

債権です。 

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が

悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で

す。 

３．要管理債権とは、３ヵ月以上延滞債権（元金又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起 

算日として３ヵ月以上延滞している貸出債権（破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危

険債権を除く））及び貸出条件緩和債権（経済的困難に陥った債務者の再建又は支援を図り、

当該債権の回収を促進することなどを目的に、債務者に有利な一定の譲歩を与える約定条

件の改定などを行った貸出債権（破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、３ヵ

月以上延滞債権を除く））です。 
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（労働金庫連合会） 

４．単体自己資本比率（国内基準） 
                              （参考） 

 
2012 年 9 月末 

(概算値) 
2012 年 3 月末 

2011 年 9 月末 

（概算値） 

自己資本比率（国内基準） 19.73% 20.00% 19.75%

Ｔier1 比率 19.72% 19.99% 19.75%

 

（注） １．上記 9 月期の自己資本比率は、本会の仮決算結果に基づいて算定した概算値です。 

銀行等の自己資本比率規制の一部を弾力化する特例により、2009 年 3 月期からはその他有価証券

評価差損を、自己資本の基本的項目（Tier1）から控除しないこととされています。 

２．「Ｔｉｅｒ１比率」とは、自己資本比率算定上の基本的項目の合計額を、自己資本比率算定上の分母額で

除した比率です。 

 

 

５．有価証券の状況 

（参考） （単位：百万円） 

 2012 年 9 月末 2012 年 3 月末 2011 年 9 月末 

有価証券 5,232,414 5,019,670 4,971,547

国債 1,025,450 936,671 925,285

地方債 922,020 931,670 860,633

短期社債 473,950 273,949 307,964

公社公団債 899,364 856,228 771,577

金融債 107,448 109,245 114,562

その他社債 1,252,647 1,336,200 1,385,572

投資信託 22,214 25,790 22,409

株式 9,962 11,259 10,606

外国証券 389,355 418,654 442,934

 

その他の証券 130,000 120,000 130,000
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（労働金庫連合会） 

６．有価証券の時価情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） （単位：百万円）

売買目的有価証券 － － － － － －

2011年9月末

貸借対照表計上額
当期の損益に含まれた
評価差額

2012年9月末 2012年3月末

貸借対照表計上額
当期の損益に含ま
れた評価差額

貸借対照表計上額
当期の損益に含まれ
た評価差額

（参考） （単位：百万円）

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額

うち益 うち損 うち益 うち損 うち益 うち損

その他有価証券 3,520,098 78,228 99,391 21,162 3,432,860 67,938 83,434 15,496 3,320,916 57,712 81,546 23,834

株式 9,707 △ 536 701 1,238 11,004 103 1,188 1,084 10,351 △ 802 543 1,346

債券 3,358,176 80,687 98,663 17,975 3,276,065 66,539 80,695 14,156 3,158,155 60,120 80,978 20,857

その他 152,214 △ 1,922 26 1,948 145,790 1,295 1,550 254 152,409 △ 1,605 24 1,630

2012年3月末 2011年9月末2012年9月末

（注） １． 2012年9月末の「評価差額」及び「うち損・益」は、2012年9月末の帳簿価額（償却原価法適用後、減損処理後）

と時価 との差額を計上しています。 

        2. 上記のほかに、その他有価証券には時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券として、非上場株式

（店頭売買株式を除く）が16百万円（貸借対照表計上額）あります。 

        3．満期保有目的の債券及び子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に係る「貸借対照表計上額」（帳簿価額）及

び 「差額」（含み損益）は以下のとおりです。 

（参考） （単位：百万円）

帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益 帳簿価額 含み損益

うち益 うち損 うち益 うち損 うち益 うち損

満期保有目的債券 1,712,060 22,250 22,324 73 1,586,554 21,165 21,356 190 1,650,375 22,390 22,735 344

238 － － － 238 － － － 238 － － －

子会社･子法人等株式及
び関連法人等株式

2012年3月末 2011年9月末2012年9月末
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（労働金庫連合会） 

７．諸比率 

（参考）   （単位：％） 

  2012 年 9 月末 2012 年 3 月末  2011 年 9 月末 

資金運用利回 0.87 0.95  0.97 

資金調達原価率 (0.73)   1.06 (0.81)   1.11  (0.85)   1.16

総資金利鞘 (0.14)  △0.19 (0.14)  △0.16  (0.12)  △0.19

預貸率（平残） 6.27 5.68  5.25 

預貸率（末残） 7.54 5.72  6.30 

預証率（平残） 93.31 94.63  94.69 

預証率（末残） 92.35 94.79  93.88 

純資産当期純利益率(ＲＯＥ) 1.01 2.50  2.22 

＊（ ）は、受託手数料として回収した総合事務センター経費等を控除した実質ベースの参考値。 

  

 

 

なお、上記１～７の９月期の計数は労働金庫法第４１条の２第３項の規定に基づく法定監査の

対象ではないため、会計監査人による監査を受けておりません。 

以 上 


